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ブッシュ氏の高圧的路線が修正されるなら朗報 
 
米中間選挙で民主党が圧倒的勝利 
 
 米国の中間選挙は、下院の民主党勝利、上院は小差で共和党が優勢を維持という

のが事前のコンセンサスだったと思われるが、結果は地すべり的と言っても過言で

ない民主党の圧勝に終わった。これですでに支持率が大きく落ち込んでいるブッシ

ュ大統領のレイムダック化が一段と進むのは間違いなく、次の大統領には民主党候

補が選ばれる公算が一段と高まってきたと思う(本命はヒラリー・クリントンだそう

だが)。 
 
 ブッシュ大統領の路線は自分の支持者など一部の利害関係者の意向に強く偏って

おり、長い眼で見ると米国民に負担を掛けるだけでなく、諸外国にも多大な迷惑を

掛けるものと見ていたので、筆者は今回の選挙結果を大歓迎している。特にイラク

での強硬路線が修正されることは、段階的にテロの危険を縮小させる可能性が高く、

不要なリスクやコストが軽減されることになると思う。 
 
 テロリストが攻撃しているのは「居丈高で相手の要望に耳を傾けない、巨大で尊

大で自己利益追求型の国家」である。まさにブッシュ政権の姿勢に問題があるので

あって、これを修正することなしに問題の改善はありえないと思っている。米国は

国家間の対立ということなら圧倒的経済力と武力でねじ伏せることができるが、一

般市民に混じりあちこちに散らばって、あとからあとから湧いて出てくるテロリス

トを制圧することなど、いかに米国でも不可能である。 
 
 利害が一致しない相手とはなるべく多く対話し、武力で圧倒するよりは適切な援

助や教育を提供することで緊張関係を緩和することの方がはるかに賢明だと思う。

その意味では、小泉政権が即座に自衛隊のイラク派遣を決めて「何でも米国に追

随」の姿勢をあらわにしたのは、強硬路線の米国に賛成したというレッテルを貼ら

れるか、まったく定見のない軽い存在に見られるかであって、長い目で見て大きな

失策だったと思う。 
 
 ブッシュ政権に限らないかもしれないが、エネルギーや環境や温暖化対策、格差

是正対策に不熱心だったことも問題だった。自由主義経済、資本主義経済のアキレ

ス腱は、長期的には望ましいが短期的にはコストが大きく利益に結びつかないプロ

ジェクトを、民間側から自発的にやろうという機運が盛り上がらないこと。米国は

非常によくやっている部門とそうでない部門の落差が激しいように見える。社会政

策や環境問題はその悪い面である。 



 
 民主党は社会的弱者にやさしく、福祉や社会政策に熱心な反面、富裕者に対する

課税態度が厳しいことから、株式市場ではあまり好かれていないというのが一般的

な定説。ところが大統領の政党別に過去の株価動向を調べてみたら、必ずしもどち

らの政党の方が株価が上がったとはいえないことが判った。むしろ重要なのはその

時々のマクロ的な経済環境や、技術革新、産業面での米国の競争ポジションのいか

んであったといえる。 
 
米国は若干強含みのレンジ相場となる公算 
 
 定説に従えば、予想を越える民主党勝利は株価にとってネガティブだったはず。

しかし選挙というのは、そのときの時代が要望する問題の解決を謳った政党の勝利

に終わるものなので、一応その結果は歓迎されるものである。したがって勝者が明

白に景気や企業収益にとって打撃となる政策を標榜していない限り、株価が大きく

下がることはない。現に、米国では大統領選挙、中間選挙の前月から 4 か月間の NY
ダウは大きく上昇していることが多かった。 
 
 それでも今回の結果が無傷で済むはずということはない。医療費抑制のために新

薬の価格が抑えられる、あるいは最低賃金が引き上げられるということで、ファイ

ザーなど大手薬品株や低賃金労働者を多く雇用しているウォルマートが売られたた

めに昨日の NY ダウは下落した。ちなみに現在の米国法定最低賃金は時給 5.15 ドル

(608 円)。6 月に下院歳出委員会で可決されたが共和党により本会議提出が握りつぶ

された引き上げ案は、7.25 ドル(855 円)。今回の選挙によりこれが再提案されれば確

実に通過しよう。 
 
 しかしこの時給で週 40 時間、休暇 2 週間として年間 2000 時間働いても 14500 ド

ル、171 万円程度である。健康保険や老後保障には到底手が回らないレベル。これに

反対してきた共和党議員というのはどういう考えを持って生きてきたのだろう。ア

ングラで不法移民を雇っていた業者から選挙資金を援助されていたのだろうか。 
 
 ついでに日本と EU の法定最低賃金も調べた。先月改定された日本(時給)では東京

が 719 円、秋田や沖縄などが 610 円だった。EU では月給で、英仏が 1250 ユーロ程

度(約 19 万円)、トルコが 5 万円、最低のブルガリアは 1.5 万円だった。なるほど、琴

欧州のような高い素質を持った人物が喜んで日本で相撲を取りに来てくれるわけで

ある。 
 
 米国の株価は、ジンクスであった中間選挙前の下落を経験せずにここまで来てし

まった。下落が起きていれば、無邪気にその後のリバウンドを期待できたのだが、

なまじ堅調に推移してしまっただけに今後の見通しが微妙である。はっきり言える

ことは、米国の貯蓄率はまだまだ上がらなければならない。住宅の値上がり益を当

てにして消費を増やしてきたのだから、そのツケは当然払うべきだろう。米国の雇

用は今のところ順調だが、住宅価格が値下がりに転じた以上、その影響は時間の問

題だと思う。 
 
 FRB 幹部は年率 1.6%に下がった米国の成長率は徐々に３%台に向けて反発すると



言っているが、それは甘すぎると思う。来年になって雇用は失速し、消費にブレー

キが掛かるのではないか。しかし２%程度の実質成長率が維持できれば、企業収益

は５%前後の増益は可能であろう。金利が現状並みか少し下がるなら、米国株価は

強含みのレンジ相場だろう。この程度なら日本株も下値切り下げパターンを維持で

きると思う。 
 (了) 
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イザー・ドット・コム（株）および マネックス証券（株）、NPO 日本個人投資家協

会、その製作者、  
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ルマガジンの本文、データなどは著作権法などの法律、規制 により知的所有権が保

護されており、個人の方の本  
来目的以外での使 用や他人への譲渡、販売コピーは認められていません（法律によ
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